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1. 本編のねらいと構成 

1.1. ウォーターPPP 形成の背景と本編策定の経緯 

「PPP/PFI 推進アクションプラン（令和 5 年改定版）」では、事業件数 10 年ター

ゲットとして、重点分野において 10 年間で具体化を狙う目標を設定している。この

うち、水道、工業用水道、下水道については、令和 4 年度～令和 13 年度において、

コンセッション方式に段階的に移行するための官民連携方式（管理・更新一体マネ

ジメント方式（レベル 3.5））とコンセッション方式とを併せて「ウォーターPPP」
と総称し、導入拡大を図ることとしている。 
ウォーターPPP 導入の背景には、職員の不足・高齢化、更新需要の増大や給水人

口・収益の減少といった、「ヒト・モノ・カネ」の課題があり、特に中小規模の水道

事業者等において対応が急務となっている。こうした水道事業者等においては、こ

れまで以上に官民連携を進める必要があり、包括的に業務を発注することで業務体

制の補完やコストの縮減が可能になるとともに、更新業務の実施又は支援を委託す

ることで着実な施設の老朽化・耐震化への対策が可能になるものと考えられる。 
また、コンセッション方式については、“民営化”と同一視され敬遠される傾向が

あることや、導入検討や事業者選定の手続き等において人員や費用を要するため、

より導入しやすく、類似の効果が得られる手法も求められる。こうしたことから、

ウォーターPPP として、管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）を新たに

設定し、地方公共団体等のニーズに応じた選択肢を拡大することで、多様な官民連

携方式の導入等により、案件形成の裾野拡大と加速化を推進するものである。 
本編は、水道事業者等が、ウォーターPPP を導入するにあたり、導入した際の効

果や満たすべき要件等について、実務的な解説を行うことを目的として策定したも

のである。なお、ウォーターPPP のうち、コンセッション方式については、第Ⅴ編

において説明しており、本編では、管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）
を中心に解説する。 
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（出典）内閣府「ウォーターPPP 概要」 

図Ⅵ-1-1 ウォーターPPP の概要 

 
1.2. ウォーターPPP の概要 

管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）とコンセッション方式（レベル 4）、

及び複数年度・複数業務による民間委託（レベル１～３）を比較すると、料金収受や

契約期間等において違いがある（表Ⅵ-1-1）。 

料金収受については、レベル 1～3.5 では原則、水道事業者等が収受する。一方で、

レベル 4 では、利用料金として運営権者が収受する。業務期間については、レベル 1

～3が 3～5年程度、レベル 4が 10～20 年（実績ベース）であるのに対し、レベル 3.5

は原則 10 年としている。 

施設の更新業務については、レベル 1～3がこれを実施しないのに対し、レベル 3.5

とレベル 4では実施する（ただし、レベル 3.5 の更新支援型は、更新計画案の作成ま

で）。 

なお、民間委託（レベル 1～3）とは、国土交通省「性能発注の考え方に基づく民間

委託のためのガイドライン」で示される、下水道事業の民間委託における性能発注の

レベルであり、レベルが高いほど、業務範囲と性能発注の度合いが上がると整理され

ている（図Ⅵ-1-2）。 

このように、レベル 3.5 は料金収受の権限を水道事業者に残したまま、比較的長期

において、施設の更新業務も含めた委託方式であるという特徴を有する。 
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表Ⅵ-1-1 管理・更新一体マネジメント方式と既存方式の比較 

（出典）内閣府「ウォーターPPP 概要」 

 

（出典）国土交通省「性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライン」（平成 13 年 4 月） 

図Ⅵ-1-2 性能発注のレベルと、性能発注の導入によるコスト縮減のイメージ 
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なお、レベル 3.5 は、当該水道事業等の施設全体への導入だけでなく、単一の取

水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設又は配水施設に導入することも

可能である。また、管路を含めることを前提としつつも、対象施設は、民間企業の

参画意向等を踏まえ決定する。さらに、地方公共団体等のニーズに応じて、工業用

水道、下水道、あるいは、農業・漁業集落排水施設、浄化槽、農業水利施設も含め

てバンドリング（他分野連携）を行うことで、スケールメリットの創出等が可能で

ある。 
 
1.3. ウォーターPPP の効果 

ここでは、ウォーターPPP のうち、管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）

を導入する場合の効果と留意すべき事項についてとりまとめる。 

 

1.3.1. 水道事業者等にとって期待される効果 

管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）については、個別委託ではなく、

他分野を含む周辺事業も包括的かつ長期で発注することが可能であるため、水道施設

等の規模が小さく民間事業者の参画意欲の不足が懸念される場合であっても、水道事

業者等のニーズに応じた事業範囲を設定し、一定の事業規模を確保することが可能で

ある。さらに、他分野とのバンドリングによって、人員や共通する諸経費を削減する

ことで、水道事業単体で発注すると従来の維持管理費よりも委託費の方が高額となっ

てしまうような場合でも、それを抑制できる可能性がある。 
長期契約、性能発注を行うことから、レベル 1～3 に比べてより一層、新技術の活

用やノウハウの発揮が可能となる。 

維持管理と更新を一体的に民間事業者に委ねることで、施設の状態を理解している

維持管理業務（3条業務）を実施する民間事業者が、更新計画案の作成等（4条業務）

に直接関わることから、より効果的・効率的な更新投資を行うことが可能である。こ

うしたことにより、維持管理費用と更新費用を合わせた、ライフサイクルコスト全体

の削減効果を生むことが期待できる。 

長期・包括化することで、人員不足を課題とする水道事業者等にとっては、維持管

理運営業務に係る職員の負担の軽減や、災害時対応における体制の補完、設計や積算

を含む発注業務の省力化に繋げることも可能となる。 

 

1.3.2. 民間事業者にとって期待される効果 

個別委託ではなく、周辺分野を含め包括的かつ長期で受注できることで、雇用と収

益の安定化を図ることが可能である。 

また、新技術の活用やノウハウの発揮と蓄積も可能である。 
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1.4. 管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）の導入にあたって留意すべき

事項 

管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）は、水道法の第三者委託や PFI 法

の PFI、コンセッション方式のように、個別の法令に規定された制度ではない。一方

で、管理・更新一体マネジメントを実施するにあたっては、第三者委託や PFI 等の制

度を組合わせることが可能である。 

こうしたことを踏まえて、管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）の導入

検討にあたっては、まず、第Ⅱ編 3.1 のとおり、現状の連携形態について評価し、対

応方策と業務分類の検討を行ったうえ、採用可能性のある連携形態の判定と選定をさ

れたい。また、第三者委託や PFI を組み合わせて導入する場合の詳細は、それぞれ第

Ⅲ編、第Ⅳ編も参照されたい。 

 

1.4.1. 水道事業者等の技術の継承 

水道事業者等は、民間事業者に長期間業務を委ねる場合に、水道事業者側の職員の

技術を継承することについて、留意する必要がある。水道事業者等は、大部分の業務

を委ねた後でも、モニタリングや災害対応等を行うための技術力は維持する必要があ

る。技術力を維持していくための対応として、受託した民間事業者が業務に関する勉

強会や施設見学会等を開催し、水道事業者等の職員が参加している事例や、職員を運

営会社（SPC 等）に出向・派遣している事例もある。 

 

1.4.2. 地元企業の協力 

PPP/PFI 手法の活用に際しては、地元企業の協力も重要である。 

PPP/PFI 手法の対象業務に地元企業が関与する場合は、対象業務について留意が必

要であり、マーケットサウンディング等を通して意向を確認すること等が考えられる。

PPP/PFI 手法を用いて広範囲な業務を委託する場合、地元企業の受注機会が下がる可

能性を想定して、地元企業の活用等の観点から、業務の一部を別発注としている事例

もある。地元企業への配慮・対策としては、地元企業との JV を参加要件とすること、

地元企業の活用を提案評価の加点要素とすること等が一般的である。また、災害等の

不可抗力事象発生時においては、水道事業者等と民間事業者はお互いに協力して危機

管理体制の確立、復旧作業等を行う事となるが、役割分担についてはあらかじめ要求

水準書等で定めておくことが必要である。 

 

1.4.3. 債務負担行為の設定 

予算の確保については、10 年間の債務負担行為を行うことになるが、収益的支出

（３条予算）は、これまでの委託の金額を基本として算出することが考えられる。資
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本的支出（４条予算）については、具体的な更新計画がある場合は、計画に基づいた

更新需要を、具体的な計画がない場合は、これまでの更新基準年数をもとに大まかな

更新計画を立てた上で算出することが考えられる。また、管路の場合は、個別の更新

計画を立てず、更新規模（年間予算額）のみを決めておくことも一案である。なお、

４条予算については、管理と更新の一体化の効果を発揮するために、官側の計画通り

の更新を求めずに、更新工事の実施量に応じて精算する方法も考慮される。 

 

表Ⅵ-1-2 債務負担行為の設定の考え方 

予算区分 考え方 

収益的支出 
（３条予算） 

これまでの包括委託の金額を基本として算出 

資本的支出 
（４条予算） 

更新計画がある場合 更新計画がない場合 

計画に基づいた更新需要を計上  既往の更新基準年数を基に大まか
な更新計画を立てて算出 

 管路の場合、更新規模（年間予算額）
のみを計上することも一案 

 

1.4.4. ベンダーロックイン 

包括的な委託を行うにあたっては、従前の施設・設備及び業務の仕様に応じて、ベ

ンダーロックインが生じる懸念がある。ベンダーロックインは、維持管理・運営にあ

たって、特定の事業者固有の技術等を用いている場合、競争余地が乏しく、他の事業

者が提供する施設・設備、サービス等への入替が困難となり、実質的に同一の事業者

に依存せざるを得ない状況となることを指す。対策としては、一般論として、仕様や

データ等に関する標準化、共通化が重要とされている。また、施設・設備の入替を行

うにあたって、外部のコンサルタント等を用いることにより、代替性のある技術を比

較評価することも有用である。加えて、業務を引き継いでいくにあたって、適切な業

務マニュアル類を整備しておくことが不可欠である。 

 

1.4.5. 導入検討に係る調査業務等 

新たに更新（または更新支援）業務を含めた長期契約委託の発注にあたっては、事

前に民間事業者の意見を把握することや、事業スキームや官民のリスク分担の検討、

VFM の算出等が必要になる場合がある。それらの導入検討に係る調査や事業者の選定

において、一時的な業務量の増加が懸念される。 

先行的に取り組んでいる事例を参考にすることが有効であるが、調査支援や選定に

係るアドバイザリー業務について、外部のコンサルタント等を活用することも考えら

れる。 
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2. ウォーターPPP（レベル 3.5）が満たすべき要件について 

2.1. ４要件の概要及び考え方 

管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）は、４つの要件をもって定義され

る。当該４要件は、以下のとおりである。 

①長期契約（原則 10 年） 

②性能発注 

③維持管理と更新の一体マネジメント 

④プロフィットシェア 

 

2.1.1. ①長期契約（原則 10 年） 

企業の参画意欲、地方公共団体の取組易さ、スケールメリット、投資効果の発現、

雇用の安定、人材育成等を総合的に勘案し、既存（従来）の包括的民間委託でよく見

られる 3-5 年間よりも長い 10 年間を原則とする。 

なお、ウォーターPPP は、長期契約で管理と更新を一体的にマネジメントする方式

であり、原則 10 年の管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）の後、コンセッ

ション方式に移行することとされている。よって、契約期間は「10 年以上」ではなく

「10 年」を原則とする。なお、様々な事情により、コンセッション方式に移行できな

い場合でも、水道事業者等に罰則が生じることは想定していないが、引き続き移行に

向けて継続的な検討を行うことが望まれる。 

契約期間を 10 年とせず発注する場合は、水道事業者等がその理由を客観的に説明

できることが重要である。例外となる場合の考え方としては、対象施設・業務範囲等

の設定に際し、例えば、施設の大規模更新のタイミング等が 10 年の期間の中に収ま

らず、事業期間を調整する必要がある場合等であるが、検討を行う水道事業者等の実

情に応じて、判断されたい。例えば、５年間程度の更新支援型と、10 年間程度の更新

実施型を組み合わせた、合計 15 年間程度の更新実施型という形も考えられる。 

なお、予算における債務負担行為の設定は、地方自治法でその事項、期間、限度額

を表示することになっているが、期間の限度は定められていないため長期の設定が可

能である。限度額は各年度の額を記載するが、債務の性格上それができないものは総

額の記載でよく、限度額の表示が難しい場合は文言で表示することができる（地方自

治法施行規則予算の調製の様式（第 14 条関係）、地方公営企業法施行規則別記第一

号（第 45 条関係）参照）。 
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2.1.2. ②性能発注 

管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）においては、性能発注1を原則とす

る。ただし、管路を業務に含める場合、移行措置として、仕様発注から開始し、詳細

調査や更新等を実施した箇所から、段階的に性能発注に移行していくことも可能であ

る（事業期間（原則 10 年）中の移行を想定）。 

十分な情報開示・官民対話をふまえた契約・要求水準等での適切な規定と、それら

に基づくモニタリングの実施が必要である。また、長期契約において生じることが想

定される様々な事象に対し、明確なリスク分担（費用・損害分担等）を定めておくこ

とが重要となる。 

性能規定については、具体的な数値基準を設けるものがあるが、その数値基準を達

成するための「手段」については、広く民間事業者の提案を受けられるものとするこ

とが重要である。管路の性能規定については、例えば「水道水を安定的に給水するこ

と」等の定性的なものも考えられるが、下水道管路の要求水準を参考として、定量的

な指標を示す場合の例を図Ⅵ-2-2 に示す。 

 

（出典）令和５年度水道分野における官民連携推進協議会 厚生労働省資料 

図Ⅵ-2-1 性能規定の例 

 
  

 
1 国土交通省「性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライン」（平成 13 年 4月）では、「性能発注に

基づく民間委託とは、民間事業者が施設を適切に運転し、一定の性能（パフォーマンス）を発揮するのであれ

ば、施設の運転方法の詳細等については民間事業者の自由裁量に任せるという考え方」として紹介している。 
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※国土交通省「下水道事業における公共施設等運営事業の実施に関するガイドライン」（令和４年３

月）を参考に作成 

図Ⅵ-2-2 要求水準策定のステップ（管路の例） 

 

  

管路管理の現状把握

• 管路情報の整理
（布設年度、改築・修繕情報等）

• 維持管理情報の整理
（漏水箇所・件数等）

仕様規定

• 定期点検数量
（個所数、回/年）

• アセットマネジメント計画に基
づく計画的な点検・調査、改
築・修繕の数量

（箇所/年、km/年）

要求水準（例示）

• 漏水個所数・件数
（個所数、件/年）

• 応急措置実施数（件/年）
• 苦情受付から現場までの到着時

間（●時間以内）
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2.1.3. ③維持管理と更新の一体マネジメント 

同一の対象施設に、維持管理と、維持管理を踏まえた更新関係業務が設定されるこ

とで、維持管理上の知見等を更新（または更新計画案の作成）に反映し、より効率的・

効果的な維持管理・更新を実施することができる。 

維持管理と更新を一体的に最適化するための方式として、維持管理と更新を一体的

に実施する「更新実施型」と、維持管理に加えて更新計画案を作成することで、また

はコンストラクションマネジメント（ピュア型 CM2等）を行うことで、水道事業者等

の更新を支援する「更新支援型」を基本とする。 

「更新支援型」の場合、更新工事は水道事業者等が別途発注することになる。また、

「更新実施型」、「更新支援型」は発注者である水道事業者等が自由に選択すること

ができ、対象施設や地域ごとに使い分けることも可能である。 

（例：Ａ浄水場は「更新実施型」、Ｂ地区の管路は「更新支援型」とする等、組み

合わせが可能） 

 

（出典）内閣府「ウォーターPPP 概要」 

図Ⅵ-2-3 更新実施型と更新支援型の概要 

 
2 ピュア型 CM 方式は、建設生産に関わるプロジェクトにおいて、コンストラクションマネージャー（CMR）が、

技術的な中立性を保ちつつ発注者の側に立って、設計・発注・施工の各段階において、設計の検討や工事発注方

式の検討、工程管理、品質管理、コスト管理などの各種のマネジメント業務の全部又は一部を行うもの。（※CMR

の立場は発注者の補助者・代行者であり、最終的な判断は発注者が責任を負う。）一方、アットリスク型 CM 方式

では、発注者に変わり CMR が工事受注者と直接契約することにより、CMR にマネジメント業務に加え施工に関す

るリスクを負わせる場合の CM 方式（※事業に関する最終的な判断や決定についての責任は発注者が負う。）（出

典）国土交通省「下水道分野におけるウォーターPPP 管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）の考え

方」 
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「更新実施型」は工事を含めて一括で民間事業者に委ねることから、水道事業者等

の体制補完の効果が大きくなる。一方、「更新支援型」を選択することで、発注に関

する技術力を水道事業者等に残すことができる。その場合、工事は業務に含まれない

が、実際に維持管理を実施する民間事業者の観点から、より効果的な更新計画案を作

成することが期待される。 

なお、「更新実施型」は、PFI 事業契約を原則としている。PFI 事業の契約にあたっ

ては、PFI 法に基づく手続きが必要となることから、契約時期を見据え、計画的に検

討を進めていく必要がある。ただし、事業開始までのスケジュール等を踏まえ、従来

どおりの契約方式とすることも可能である。 

「更新支援型」として実施する業務としては、「更新計画案の作成」「概略設計」

「基本設計」「詳細設計」「工事発注支援」「現場監督補助」、「コンストラクショ

ンマネジメント」等、様々な業務が存在するが、業務内容は水道事業者等が個別に設

定することができる。また、更新計画案の策定にあたっては、受注者に一任するもの

ではなく、発注者が関与することとなる。 

なお、従来の DBO 方式や BTO 方式のように、施設を全面更新した後に維持管理を行

う場合、維持管理期間中に部分更新に関する業務（または更新計画案の作成等）を含

める必要がある点に留意する。 
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2.1.4. ④プロフィットシェア 

ウォーターPPP は、長期契約が要件となっているが、事業開始後もライフサイクル

コスト縮減の提案を促進するため、プロフィットシェアの仕組みを導入することが必

要である。 

ここで言うプロフィットシェアとは、契約時に見積もった事業費が、民間事業者の

工夫等によって縮減した場合に、それを官民でシェアする仕組みのことを想定してい

る。 

※官民のシェアは、1：1に限定されない（例示の一つ）。 

※「契約後 VE3等を想定」とあるが、これに限定されない（例示の一つ）。 

（出典）内閣府「ウォーターPPP 概要」 

図Ⅵ-2-4 プロフィットシェアの例 

 

（出典）国土交通省「下水道分野におけるウォーターPPP 管理・更新一体マネジメント方式（レベル

3.5）の考え方」 

図Ⅵ-2-5 プロフィットシェアの契約条文例（茨城県守谷市） 

 
3 「主として施工段階における現場に即したコスト縮減が可能となる技術提案が期待できる工事を対象として、

契約後、受注者が施工方法等について技術提案を行い、採用された場合、当該提案に従って、設計図書を変更す

るとともに、提案のインセンティブを与えるため、契約額の縮減額の一部に相当する金額を受注者に支払うこと

を前提として、契約額の減額変更を行う方式」（国土交通省「民間の技術力を活用する新たな入札・契約方式に

ついて（解説）」より） 
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また、シェアする割合は、水道事業者等と民間事業者の協議により、設定すること

ができる。 

なお、民間事業者の取組の結果、当初見込みを上回る収入を得ることとなった場合

に、インセンティブを与えることも考えられる。（例：民間事業者の取組により未収

金を回収した場合、回収額に応じて契約金額を増額させる等） 

 

プロフィットシェアのケースの一つとして、民間事業者が、施設を長寿命化するた

め、維持管理において工夫を行うことにより、更新工事費用が削減される場合がある。

そうした、資本的支出（４条予算）が削減される場合でも、民間事業者に分配するプ

ロフィットシェアとしては、収益的支出（３条予算）を充当することが想定される。 

 

※３条と４条支出のトータルを削減することを想定 

図Ⅵ-2-6 プロフィットシェアの予算配分例 

  

３条

４条 ４条

３条

４条

３条

３条
プロ

フィット

官側に分配される
プロフィット

民側に分配される
プロフィット

契約時の委託料 民間事業者による
コスト削減提案

（契約時に約束された
計画や手法等の変更）

プロフィットシェア
発動後の委託料
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3. 事例 

本節では、既存の管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）の類例について

紹介する。これらの事例は、４要件に正確に合致しない場合もあるが、更新の実施又

は支援を業務範囲に含めた、複数年の包括的な委託という点でいずれも共通しており、

ウォーターPPP の導入検討にあたって参考になるものと考えられる。 

本節で示す事例と、４要件については、以下のとおりである。 

 

表Ⅵ-3-1 各事例と４要件 

 
① 

長期契約 

② 

性能発注 

③ 

維持管理と更新の 

一体マネジメント 

④ 

プロフィット 

シェア 

熊本県荒尾市 ― ● ●（更新実施） ● 

群馬東部水道企業団 △ ● ●（更新実施） ― 

茨城県守谷市 ● ● ●（更新実施） ● 

神奈川県箱根地区 ● ● ●（更新実施） ● 

 

なお、守谷市の事例は他分野を含めた委託となっているが、下水道・農業集落排水

においては「更新支援型」となっている。 
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3.1. 荒尾市「荒尾市水道事業包括委託」 

1) 事業の背景・概要 

窓口業務、料金徴収等のお客さま対応や水道施設の運転管理、保守点検、施設再構

築計画、アセットマネジメント、水道施設工事の発注、施工を含む水道事業に係る業

務及び排水設備に関する業務等を包括的に事業者に委託している。 

団塊の世代職員の退職、人事ローテーションによる技術系職員の確保の困難、ひい

ては職員による個別委託業務監督の限界などの要因により、包括委託実施に向けた機

運が高まったことから、包括委託を導入した（PFI 法第６条に基づく民間提案により

事業形成された）。 

令和３（2021）年４月からは、第２期の委託を開始している。 

 

2) 事業体の概要 

行政区域面積 57.15km2 

行政区域内人口 49,702 人 

給水人口 48,502 人 

給水世帯数 19,674 世帯 

普及率 97.6％ 

年間配水量 5,518 千 m3 

年間有収水量 4,999 千 m3 

有収率 90.6％ 

（出典）令和 3 年度水道統計（日本水道協会） 

 

3) 事業期間・委託金額 

１期、２期とも事業期間は５年間となっている。 

 

第
１
期 

事業期間 平成 28（2016）年４月１日から令和３（2021）年３月 31 日（５年間） 

委託金額 約 31.8 億円（税込） 

第
２
期 

事業期間 令和３（2021）年４月１日から令和８（2026）年３月 31 日（５年間） 

委託金額 約 58 億円（税込） 

 

4) 事業手法 

水道の管理に関する技術上の業務に対しては、水道法 24 条の３に基づく第三者委

託を設定している。 

また、受託者は、特別目的会社（SPC）を設立することとしている。 

なお、本件は、PFI 法第６条に基づく提案によって、実現した事業である。 
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5) 業務範囲 

維持管理業務に加え、アセットマネジメントや各種計画等の策定、工事等業務が業

務範囲に含まれている。 

第２期委託からは、管路の点検業務や水道施設台帳の管理業務、給水装置関連業務

に関して荒尾市指定給水装置工事事業者の更新業務、排水設備に関する業務に関して

荒尾市排水設備指定工事店の更新業務が追加されている。 

 

経営及び計画支援業務 
経営補助業務、中長期計画の更新業務、調査、問合せ対

応及び補助業務 

管理支援業務 

庁舎管理業務、総務関連補助業務、財務関連補助業務、

技術継承支援業務、立入検査等対応業務、見学者等対応

業務 

営業業務 
窓口業務、検針業務、閉栓業務、調定及び収納業務、滞

納整理業務 

設計建設業務 工事等業務 

維持管理業務 

水源等運転監視制御業務、水質検査業務、調達品管理業

務、点検及び修繕業務、漏水調査業務、量水器取替業

務、図面等の管理及び更新業務、環境対策及び安全衛生

管理業務、貯水槽水道に係る業務、専用水道に係る業

務、給水装置関連業務、排水設備に関する業務 

危機管理対応業務 
事前対応、災害発生時の対応、災害対策訓練等、災害対

策用資機材の管理、事故時対応、その他の危機管理対応 

（出典）荒尾市「荒尾市水道事業包括委託（第２ステージ）公募要領」 
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（出典）内閣府「ウォーターＰＰＰの参考となる事例」 

図Ⅵ-3-1 荒尾市水道事業包括委託概要 
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3.2. 群馬東部水道企業団「群馬東部水道企業団 事業運営及び拡張工事等包括事業

委託」 

1) 事業の背景・概要 

 広域化の基本構想で、経営基盤強化と短期間における交付金を用いた工事量増加へ

の対策を行うことを目的とし、以下の管理方針を定めた。 

 職員が直営で実施する業務（コア業務）と委託によって対応する業務（準コア業

務）の位置づけを明確にしたうえで、太田市と館林市で実績のある包括業務委託

を導入し、少ない職員数で効率的な業務を実施する。 

 広域化に伴う交付金を用いた期間限定での工事量増加への対策としては、DB 方

式等の官民連携手法を用いた発注形態で対応する。 

 主要庁舎 1 箇所、分庁舎 2 箇所に職員を集約するとともに、営業所（包括委託

業者が設置・運営）を構成団体ごとに設置する。 

 上記方針の下、事業領域を３条支出部分だけでなく、施設の設計や建設などを含め

た４条支出部分に拡大すること、包括委託の多くの事業期間である５年間から交付金

対象期間である平成29年度～令和6年度の8年間に拡大すること、これまで太田市、

館林市で実施してきた包括委託を 3市 5町に拡大することとした。 

 また、令和２年度に実施した群馬県企業局の２水道用水供給事業との垂直統合に伴

い増加した浄水場施設に係る業務を包括委託に追加している。 

 

2) 事業体の概要 

行政区域面積 577.29km2 

行政区域内人口 450,281 人 

給水人口 447,687 人 

給水世帯数 197,759 世帯 

普及率 99.8％ 

年間配水量 62,866 千 m3 

年間有収水量 - 

有収率 83.9% 

（出典）令和 3 年度水道統計（日本水道協会） 

 

3) 事業期間・委託金額 

 事業期間は、８年間となっている。 

 

事業期間 平成 29（2017）年４月１日から令和 7（2025）年３月 31 日（８年間） 

委託金額 約 495 億円（税抜き） 
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4) 事業手法 

水道の管理に関する技術上の業務に対しては、水道法 24 条の３に基づく第三者委

託を設定している。 

整備業務のうち、広域化に伴う再構築にかかる整備事業については、デザインビル

ド（DB）方式を用いており、老朽管工事等については、地元工事会社の継続育成等を

目的としてコンストラクションマネジメント（CM）方式を用いている。 

また、受託者は、群馬東部水道企業団が 51%を出資する官民出資会社を設立するこ

ととしており、企業団の合意形成を踏まえた、職員の出向も想定している。 

 

5) 業務範囲 

通常の維持管理業務に加え、予算・決算の事務補助から給水装置関連業務まで、水

道事業のほとんどの業務が対象範囲となっている。また、水道以外の他事業からの要

請により発生する配水管の移設整備等の業務についても、企業団と協議の上、対応す

ることとなっている。 

整備業務については、老朽管の更新や配水管の移設整備等については、CM 方式とし

て設計・施工監理のみを行い、発注自体は企業団が実施する。 

 

施設維持管理・業務経

営サポート等の包括委

託業務 

浄水場及び関連施設管理業務、管路施設維持管理業務、

給水装置関連業務、水道料金徴収業務、水道事務管理業

務 

広域化に伴う施設再構

築に係る施設整備業務 

広域化に伴い、市町界を越えて施設再構築（統廃合）を

実施する事業のうち、受水池・ポンプ場等の施設及び連

絡管路を整備するために設計・施工を一括して行い（Ｄ

Ｂ方式）、また交付金申請書類作成を行う業務 

広域化に伴う施設再構

築に係る管路整備業務 

既存施設・設備の老朽

化に伴う更新整備業務 

法定耐用年数を超過し老朽化した井戸や配水池等既設施

設の更新や耐震補強、またポンプや受変電盤、流量計等

の既設機械・電気・計装設備を更新整備するために設

計・施工を一括して行い（ＤＢ方式）、また交付金申請書 

類作成を行う業務 

既存管路の老朽化に伴

う更新委託業務 

法定耐用年数を超過し老朽化した既設管路を更新整備す

るための、設計・発注支援・施工監理を一括して行い

（ＣＭ方式）、また交付金申請書類作成を行う業務 

（施工については企業団が個別に別途入札を実施し、施

工業者を選定） 

その他事業における工

事関連委託業務 

区画整備事業や県土木工事等に伴う配水管の移設整備

等、水道事業以外の他事業の要望により発生する工事に

ついて、設計・発注支援・施工監理を一括して行う（Ｃ

Ｍ方式）業務 

（施工については企業団が個別に別途入札を実施し、施

工業者を選定） 
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（出典）内閣府「ウォーターＰＰＰの参考となる事例」 

図Ⅵ-3-2 群馬東部水道企業団包括事業委託概要 
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3.3. 守谷市「守谷市上下水道施設管理等包括業務委託」 

1) 事業の背景・概要 

老朽化設備の増大や施設の耐震化への対応や、ストック情報基盤の未整備といった

課題があるなかで、そうした課題に対応する実施体制の確保や事業費の確保について

も懸念が生じていた。 

こうしたなか、官民連携の拡大による職員の負担軽減と実施体制の強化、コンサル

タント業務の包括化と DX 導入、交付金制度の最大活用による市費削減と安定財源の

確保を目的として、拡大包括業務委託の導入を検討した。 

こうした検討を経て、水道施設、下水道施設、農集施設の運転維持管理及び上下水

道事業に係るコンサルタント業務（計画業務、設計業務、施工監理業務）を包括的に

民間事業者に委託することにより、民間の創意工夫及びノウハウを活用し、上下水道

事業の効率化と上下水道利用者へのサービス向上を目指して、本事業を実施すること

となった。 

 

2) 事業体の概要 

行政区域面積 35.71km2 

行政区域内人口 69,133 人 

給水人口 68,344 人 

給水世帯数 27,408 世帯 

普及率 98.9％ 

年間配水量 7,027 千 m3 

年間有収水量 6,837 千 m3 

有収率 97.3% 

（出典）令和 3 年度水道統計（日本水道協会） 

 

3) 事業期間・委託金額 

 事業期間は、10 年間となっている。 

事業期間 令和 5（2023）年４月１日から令和 15（2033）年３月 31 日（10 年間） 

委託金額 約 72.8 億円（税込み） 

 

4) 事業手法 

私法上の委託契約により、包括委託を実施している。 

コンサルタント業務の中に設計及び工事監理が位置付けられており、コンストラク

ションマネジメント方式が採用されていると言える。 

 

5) 業務範囲 

 本業務は、水道施設に加え、下水道施設、農業集落排水処理施設の３事業の施設を
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業務範囲としている。水道施設については、守谷配水場及び関連水道施設を対象とし

ており、各事業の施設の運転維持管理及び上下水道事業に係るコンサルタント業務が

対象業務となっている。 

 コンサルタント業務には、アセットマネジメント計画や水道事業ビジョン、経営戦

略等の策定・改定の他、配水場の耐震診断や設計、施工監理が含まれる。 

 

運転管理業務 

運転業務、水質管理業務、調達管理業務、文書管理業

務、保安管理業務、上下水道事業ＰＲの補助業務、休日

夜間電話対応業務 

保守管理業務 保守点検業務、衛生管理業務 

修繕業務 定期修繕、突発修繕 

廃棄物管理業務 廃棄物管理業務 

コンサルタント業務 
各種計画等の改定業務、各種計画等の策定業務、耐震診

断業務、改築工事実施設計業務、改築工事施工監理業務 

緊急対応業務 緊急対応業務 

 

（出典）内閣府「ウォーターＰＰＰの参考となる事例」 

図Ⅵ-3-3 守谷市上下水道施設管理等包括委託業務概要 

  

 なお、プロフィットシェアの例として、図Ⅵ-2-5 に示す通り、事業者は要求水準書

に定めるもの以外の手法を提案できることとし、当該提案による要求水準書の変更に
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伴って受託者が負担する費用が減少したときは、当該減少分に応じて委託料も減額さ

れるが、当該減少分の 10 分の 5は委託料から削減しないことを定めている。 
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3.4. 神奈川県「箱根地区水道事業包括委託」 

1) 事業の背景・概要 

国内の水道事業体が抱えている課題として、人口減少による水道料金の減収、老朽

化した水道施設の更新需要の増大、水道管連職員の不足及び高齢化が挙げられる。こ

れらの課題を踏まえ、水道事業の持続性確保に向けて、水道事業ノウハウ習得のため

のフィールドを提供し、新たな事業運営モデル「かながわ方式による公民連携モデル」

を構築することと、当該モデルを中小水道事業体に普及することを目的として、本包

括委託を実施することとした。 

本包括委託は、神奈川県企業庁の給水区域の一部である旧箱根水道事業所が行って

いたほぼすべての業務を委託しており、とりわけ、国内において初めて建設改良工事

を業務範囲に含めた点が特徴と言える。 

 

2) 事業体（箱根地区）の概要 

行政区域面積 92.86km2 

行政区域内人口 11,008 人 

給水人口 5,374 人 

給水世帯数 4,331 世帯 

普及率 90.4％ 

年間配水量 2,546 千 m3 

年間有収水量 2,037 千 m3 

有収率 80.0% 

（出典）令和 3 年度水道統計（日本水道協会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

酒

相

静

県営水道給水エリア 

【県営水道給水エリア】 

箱根地区水道事業 



第Ⅵ編 ウォーターPPP 導入の検討 
3 事例 

3.4 神奈川県「箱根地区水道事業包括委託」 

Ⅵ-25 

 

3) 事業期間・委託金額 

事業期間は、第１期と第２期は５年間、第３期は 10 年間となっている。 

 

事業期間 第１期：平成 26（2014）年４月１日から平成 31（2019）年３月 31 日（5 年間） 

第２期：平成 31（2019）年４月１日から令和 6（2024）年３月 31 日（5 年間） 

第３期：令和 6（2024）年４月１日から令和 16（2034）年３月 31 日（10 年間） 

委託金額 第１期：38.9 億円（税込み） 

第２期：43.3 億円（税込み） 

第３期：（見積上限額）93.7 億円（税込み） 

 

4) 事業手法 

水道の管理に関する技術上の業務に対しては、水道法 24 条の３に基づく第三者委

託を設定している。 

また、受託者は、特別目的会社（SPC）を設立することとしている。 

 

5) 業務範囲 

 本事業は、箱根地区における神奈川県営水道について、建設改良工事を含む、“取

水から蛇口まで”という広範囲な業務を民間に包括期に委託するものである。事業計

画の策定や委託業務の指導・監督（モニタリング）以外は、概ね包括委託として民間

事業者の業務範囲となっている。 

 浄水場等の施設及び管路に関する工事業務が業務範囲に含まれており、前半５年分

については、県が公募時に工事個所・工事年度を指定して発注する。後半５年分につ

いては、前半５年において後半５年分の施設更新工事計画案を作成することが業務に

含まれており、事業者は県に計画の承認を受けて、後半 5 年の更新工事を実施する。

また、事業者は、事業期間後 10 年間の施設整備計画の原案作成補助業務も実施する。 
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管理業務 

庁舎管理業務、固定資産管理補助業務、県企業庁から提

供及び貸与される物品管理業務、広報公聴業務、県企業

庁及び外部機関との連絡調整業務、研修業務、営業時間

外業務、その他管理業務 

運営業務 

受付業務（窓口・電話等）、県企業庁収入金の徴収業務、

共同住宅等の上下水道料金に関する手続き業務、両水機

点検業務、未納整理業務、検満・故障量水器取替業務 

施設関連業務 

水量分析業務、水源・浄水場・ポンプ所・配水池等の運

転監視制御業務、水質管理業務、自家用電気工作物保守

業務、工事等業務、給水装置業務、維持管理業務、貯水

槽水道に係る業務、調査、問合せ対応業務、お客様対応

業務、維持工事用（漏水修理）材料及び専用工具の管理 

施設更新計画等原案 

作成提案業務 

令和 11 年度～令和 15 年度の施設更新工事計画案作成業

務、令和 16 年度～令和 25 年度までの施設整備計画の原

案作成補助業務 

危機管理業務 
災害発生時の対応、災害対策訓練等、災害対策用資機材

等の管理、事故対応、その他の危機管理対応 

その他業務 
立入検査対応、箱根温泉原水供給業務、箱根地区水道事

業標準業務フローの修正 

 

 未納整理業務において、収納率の基準値との乖離を数値化（ポイント化）し、正負

双方のポイントに応じて、委託費を増減させるインセンティブの仕組みを導入してい

る。 

なお、神奈川県企業庁においては、第３期以降の事業運営手法について、現時点で

コンセッション方式の導入の検討は行っていない。 

 


